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財政問題と気候変動問題の共通点

 将来に渡る経済・社会の持続可能性に関わる。

 「共有地の悲劇」を克服する必要。

 楽観論に依拠することはリスクが大きい。
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国内外で深刻な気象災害が多発、地球温暖化で今後気象災害のリスクが更に高まると予測。

◼ 国内では、平成30年7月豪雨や猛暑、令和元年房総半島台風、令和元年東日本台風などの災害が発生。

◼ 海外では、2019年欧州の記録的な熱波、北米のハリケーン災害、豪の広範囲の森林火災、インドやミャンマー

等の洪水災害などが発生。

◼ IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の報告書は、今後、地球温暖化に伴い、豪雨災害や猛暑のリスク

が更に高まる可能性を指摘。

▲オーストラリアの森林火災
＜オーストラリアニューサウスウェールズ州＞

▼令和元年東日本台風による被害の様子
＜長野県長野市千曲川＞

気候変動問題の現状
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◼ダボス会議のグローバルリスク
2020年１月、世界経済フォーラムは「グローバルリスク報告書 2020」を公表。

発生可能性が高いリスクのトレンドをみると、2010年までは経済リスクが上位を占めていたが、
2011年以降は環境リスクが上位を占める傾向にある。

◼ビジネス・ラウンドテーブルによる企業目的の再定義
2019年8月、ビジネス・ラウンドテーブルは、「企業の目的に関する声明」と題し、米国の主要企業

トップ181名の署名が入ったステートメントを公表。「どのステークホルダーも不可欠の存在。我々は、

企業、コミュニティ、国家の成功のために、その全員に価値をもたらすことを約束する。」とし「株主資
本主義」からの脱却を宣言。事業全体で持続可能な慣行を取り入れることで環境を守ることもコミット。
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今後10年で発生可能性が高いとされたグローバルリスク上位５項目（2008-2020年）

経済リスク 環境リスク 地政学リスク 社会リスク テクノロジーリスク
（出典）世界経済フォーラム「The Global Risks Report 

2020 15th Edition」より環境省が作成した資料を
加工。
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持続可能な社会に向けたビジネスのパラダイムシフト
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● ＣＯＰ21（2015年11月30日～12月13日、仏・Le Bourget）において、

「パリ協定」（Paris Agreement）を採択。

✓ 「京都議定書」に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組み。

✓ 歴史上はじめて、すべての国が参加する公平な合意。
✓ 世界共通の長期目標：温暖化を2℃を十分に下回るものとし、さらに1.5℃に抑える努力。
✓ 今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバランスを達成。
✓ 資金の流れを気候変動対策と整合的なものにする。
✓ 各国が削減目標（NDC＝Nationally Determined Contribution）を5年ごとに提出・更新（目

標の後退は不可）。

COP21におけるパリ協定の採択
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我が国の温室効果ガス排出量の推移と削減目標

○ パリ協定に基づく、現在の我が国の温室効果ガス削減目標は2030年度に▲26％減（2013年度比）。我が国の温室効果ガ
ス排出量は2014年度以降６年連続で低下。

○ 2020年10月26日、菅総理は、脱炭素社会の実現に向けて総力を挙げて取り組み、 経済と環境の好循環を作り出すことを通
じて、2050年までにカーボンニュートラルを達成していくことを表明。2021年４月22日米国主催の気候サミットにおいて、2030
年度の削減目標について▲46％減を目指し、さらに▲50％の高みに向け挑戦を続ける旨を表明。
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我が国の温室効果ガス排出量の推移と削減目標

地球温暖化対策
計画(2016/5)

総理所信
(2020/10)

月日 会議

4/22-23 米国主催気候サミット
（首脳会合、オンライン形式）

6/11-13 G7首脳会合
（英コーンウォール）

9月下旬 国連総会
（米ニューヨーク）

9/30-10/2 プレCOP
（伊ミラノ）

10/30-31 G20首脳会合
（伊ローマ）

11/1-12 COP26
（英グラスゴー）

本年の主要な国際会議の予定
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（注１）気候変動対策推進のための有識者会議（第１回）参考資料３より作成・加工。
（注２）網掛けの部分の数値については、各国による公表を元に換算した数値となる。
（注３）日本については年度、その他各国は暦年にて計算している。

主要先進国の温室効果ガス排出量の推移（2013年＝100）
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0
）

（年）※EU28の排出量はイギリスを含む
※日本、EUの排出量は間接CO2を含む
※2021年４月９日時点
※アメリカ、ロシア、カナダの2019年排出量（速報値）は未公表
※日本のみ、2021年提出温室効果ガスインベントリのデータ（2019年度確報値）を使用
（出所） Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)、Approximated estimates
for greenhouse gas emissions (EEA)をもとに作成

2030年目標
（各国の公表）

2013年比
換算

1990年比
換算

英国
2030年に少なくとも
▲68%（1990年比）

※昨年12月、NDC再提出

▲55% ▲68%

EU
2030年に少なくとも
▲55%（1990年比）

※昨年12月、NDC再提出

▲44% ▲55%

日本
2030年度までに▲46%、
さらに▲50％に向け挑戦
（2013年度比）

▲46% ▲40％

米国
2030年に▲50～52％
（2005年比） ▲45～48%

中国

2030年までに排出量を削減に
転じさせる、GDP当たりCO2排出
量を▲65%超（2005年比）

※昨年９月の国連総会、12月の気候野
心サミットで習主席が表明

ー ー

各国における温室効果ガス排出量の推移と目標

各国における温室効果ガス削減目標
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中環審カーボンプライシング活用小
委【環境】、世界全体でのカーボン
ニュートラル実現のための経済的手
法等のあり方に関する研究会 【経

産】

国・地方脱炭素実現会議【内閣官房、

環境、総務、内閣府、農水、経産、国交】

成長戦略会議【内閣官房、経済再生、経産】

グリーンイノベーション戦略推進会議
【内閣府、経産、文科、環境、国交、農水など】

中央環境審議会 中長期の気候
変動対策検討小委員会【環境】

産業構造審議会 産業技術環境
分科会地球環境小委員会地球温
暖化対策検討WG 【経産】

総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会【経産】

環境イノベーションに向けたファイナ
ンスのあり方研究会【経産】、サステナ
ブルファイナンス有識者会議【金融】、

トランジションファイナンス環境整備
検討会【金融、経産、環境】

「積極的に温暖化対
策を行うことが、産
業構造や経済社会の
変革をもたらし、大
きな成長につながる
という発想の転換が
必要です。」（令和２

年10月26日内閣総理大臣所
信表明演説）

「ＣＯＰ26までに、
意欲的な2030年目標
を表明し、各国との
連携を深めながら、
世界の脱炭素化を前
進させます。」（令和

３年１月18日内閣総理大臣
施政方針演説）

地球温暖化対策・
エネルギー政策の

見直し

成長の原動力と
なるグリーン社会の

実現 成グリーン成長戦略の実行、深掘り
・ 2021年夏の成長戦略への反映
・ 成長が見込まれる重要分野について、実行計画に
基づき着実に推進

（革新的技術の研究開発、社会実装等）
・ 企業の取組を後押しするための政策の実行・更なる
具体化

（サステナブル・ファイナンスの推進や成長に資するカー
ボンプライシングの検討など）

脱炭素地域づくりのロードマップ
・ 新たな地域の創造や国民のライフスタイルの転換

成エネルギー政策（温室効果ガス排出の

大宗を占めるエネルギー部門の取組）
・ 2050カーボンニュートラルへの道筋、目指すべき方向
性の検討

・ ３Ｅ＋Ｓを踏まえた2030年エネルギーミックスの検討
・ 再生可能エネルギーの最大限導入
・ 脱炭素火力や原子力の持続的な利用システムの検討
・ 産業、運輸、民生部門の省エネと脱炭素化
・ 水素・アンモニア、カーボンリサイクルなど新たな脱炭素
技術の活用

温室効果ガスの削減対策
・ 地球温暖化対策計画の見直しなど中長期の温暖
化対策

2050年カーボンニュートラル実現に向けた主な検討体制の全体像

7

気
候
変
動
対
策
推
進
の
た
め
の
有
識
者
会
議

副
本
部
長
：
内
閣
官
房
長
官
、
環
境
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣

本
部
長

：
内
閣
総
理
大
臣



石井 菜穂子 東京大学 理事，未来ビジョン研究センター教授，グローバル・コモン
ズ・ センターダイレクター

伊藤 元重 学習院大学国際社会科学部教授

國部 毅 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締役会長

黒﨑 美穂 ブルームバーグNEF在日代表

高村 ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター教授

中西 宏明 一般社団法人日本経済団体連合会会長

三宅 香 イオン株式会社環境・社会貢献担当責任者、日本気候リーダーズ・パー
トナーシップ共同代表

山地 憲治 公益財団法人地球環境産業技術研究機構副理事長・研究所長

吉田 憲一郎 ソニーグループ株式会社 代表執行役 会長 兼 社長 CEO

吉高 まり 三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社プリンシパル・サステナ
ビリティ・ストラテジスト

気候変動対策推進のための有識者会議構成員名簿

（五十音順、敬称略）
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グリーン投資は経済成長を加速する

Source: OECD (2017) Investing in Climate, Investing in Growth

➢ ２度目標達成シナリオにおいて、G20の2050年GDP
ネット＋2.5％（回避損失と合わせて＋4.6％）
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低炭素社会へ向けた投資の転換が必要

Source: OECD (2017) Investing in Climate, Investing in Growth

Unit: USD trillion

✓ インフラを気候変動対策に対応したものとするため、2016年-30年の
平均で年6.9兆ドルの投資が必要

✓ 参照ケースと比べ追加的コスト（6.3兆ドル→6.9兆ドル）は限定的、
化石燃料支出節約（4.7兆ドル→3.1兆ドル）のメリットが上回る

✓ しかし、初期に大きな投資が必要⇒民間資金の動員が鍵
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気候変動がもたらす金融市場へのリスク

Physical risks（物理的リスク）
• 異常気象・自然災害による物理的な損害、

損害保険支払い額の増加

Transition risks（移行リスク）
• 低炭素経済への移行に伴う資産価格の変動
• 石炭・石油関連資産が座礁資産（stranded 

asset）となるおそれ
• 急激な変化による金融市場の不安定化

Source: Bank of England: http://www.bankofengland.co.uk/publications/Pages/speeches/2015/844.aspx

2015年９月、イングランド銀行総
裁・金融安定理事会議長（当時）の
マーク・カーニー氏による金融関係
者向けのスピーチ
⇒ 気候変動が金融市場の安定にも
たらすリスクに警鐘を鳴らす
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2015年12月: FSBが TCFDを設置 （議長：マイケル・ブルームバーグ）

2017年６月:  最終報告

2021年１月時点で1700以上（日本で340）の機関が支持を表明

気候関連財務情報開示タスクフォース

Task Force on Climate-related Financial Disclosures 

(TCFD)

企業等に対し、気候変動関連リスク、及び機会に関する下記の項目に
ついて、財務諸表等で開示することを推奨

➢ ガバナンス（Governance）：どのような体制で検討し、それを企
業経営に反映しているか。

➢ 戦略（Strategy）：短期・中期・長期にわたり、企業経営にどのよ
うに影響を与えるか。またそれについてどう考えたか。

➢ リスク管理（Risk Management）：気候変動のリスクについて、
どのように特定、評価し、またそれを低減しようとしているか。

➢ 指標と目標（Metrics and Targets）:リスクと機会の評価について、
どのような指標を用いて判断し、目標への進捗度を評価している
か。

参考：TCFDコンソーシアムウェブサイト
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気候変動は、財務・金融に関わる問題として、各国の財務省・金融規制当局・中央銀行
が対処すべき課題となっている。

• 2015年12月：FSB（Financial Stability Board：金融安定理事会）がTCFD（Task 

Force on Climate-related Financial Disclosures：気候関連財務情報開示タスク

フォース）を設置→2017年６月最終報告

• 2016年：中国がG20財務トラックにGreen Finance Study Groupを設置（2018年

からSustainable Finance Study Groupに改称）

• 2017年12月：NGFS（Network for Greening the Financial System：気候変動

に対する中央銀行・金融規制当局のネットワーク）が発足（後に日本の金融庁（2018年６

月）、日銀（2019年11月）も加盟）

• 2018年３月：欧州委員会がEUサステナブル金融市場へのアクションプランを発表

• 2019年４月：気候変動に対する財務大臣連合(Coalition of Finance Ministers for 

Climate Action)が発足（2021年４月、日本の財務省も加盟）

気候変動問題の広がり



➢ 2016年のG20議長国である中国は、G20財務トラッ
クに新たにGreen Finance Study Group (GFSG)を設置

➢ 各国の財務省・中央銀行が参加

➢ 2017年ドイツ議長国、2018年アルゼンチン議長国の
下でも継続（Sustainable Finance Study Group: SFSGに
改名）

➢ 2019年、日本議長国の下ではStudy Groupは設置され
ず

➢ 2021年、イタリア議長国の下でSFSGが復活

G20 Green Finance Study Group
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 気候変動・環境リスクの金融システムへの影響に対処し、持
続可能な経済へ向けた金融の促進を図る、世界の中央銀行・
金融規制当局のネットワーク。

 2017年12月、One Planet Summitに合わせて８か国の中央
銀行・金融規制当局が立上げ。

 2020年12月時点で83の中央銀行・金融規制当局が参加。
（日本の金融庁は2018年６月に、日本銀行は2019年11月に
参加。）

Network for Greening the Financial System
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➢ 2018年１月：EU High-Level Expert Group最終提言

➢ 2018年３月：European Commission Action Plan: 
Financing Sustainable Growth

➢ 2020年３月：Technical Expert GroupによるTaxonomy
（サステナブルな事業等の定義）の最終提言公表

EU における Sustainable Finance

市場構築への取組み

ガス発電 ・ライフサイクル排出量100gCO2/kW以下
（LNGガス火力や熱供給は実質不適格）
※石炭火力発電所は除外
※原子力発電については態度保留

自動車 ・水素自動車・燃料電池車・電気自動車は適格
・2025年までは50gCO2/km以下

（ハイブリッド車は実質不適格）

（タクソノミーの技術的な基準の例）

EU Taxonomy：
◼ 市場関係者にとって、投融資先の経済活動や金融商品について、グリーン／サステナビリティ

に関する定義の一貫性をもたらし、グリーンウォッシングを防ぐことなどが目的。
◼ ６つの環境目的のいずれか１つ以上に貢献し、いずれにも重大な害とならないものとして、技

術的な基準が定められている。

６つの環境目的
✓気候変動の緩和
✓気候変動への適応
✓循環経済・廃棄物抑制・リサイクル社会

への移行
✓海洋資源の持続可能な利用と保全
✓汚染の防止と管理
✓健全なエコシステムの保全
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Coalition of Finance Ministers for Climate Action
（気候変動に対する財務大臣連合）

 2019年４月、IMF・世銀春会合に際し、20以上の国の財務大臣
が立上げ。

 ６項目の「Helsinki Principles」を採択。効果的なcarbon 
pricingに向け動くことや、経済・財政政策等において気候変動
を考慮すること、気候ファイナンスを促進すること等を合意。

 2021年４月、日本の財務省も参加。加盟国は世界のGDPの６割
以上を占める60か国に拡大。

17



Environment（環境）：気候変動対策、環境保護等

Social（社会）：人権への配慮、ダイバーシティ推進等

Governance（企業統治）：企業の意思決定、倫理等

✓ESG要素に配慮し、それを投資の意思決定に組み込む取組み（ESG
インテグレーション）が盛んになっている

✓ESGは非財務的要素とも呼ばれるが、近年ではむしろ、中長期の財
務的パフォーマンス（リスク軽減・リターン確保）に影響しうるも
のとの認識が広がってきている

⇒ ESG投資は金融的リターン追求の一手段

⇒ 機関投資家にとって「他事考慮」ではなく、受託者責任の一環

ESG投資とは

※日本版スチュワードシップ・コード（再改訂版）は、スチュワードシップ責任の定義中に「サステナビリティ
（ESG 要素を含む中長期的な持続可能性）の考慮」を明記

※GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）は、「ユニバーサル・オーナー」として、市場全体の持続的成長
が被保険者（国民）に裨益するとの考えを提唱
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30.7兆
米ドル

世界のESG市場の拡大

22.9兆
米ドル

日本（全体の７％）

2016年

0.5兆
米ドル

2.1兆
米ドル

日本のESG市場の拡大

【出所】 NPO法人 日本サステナブル投資フォーラム公表資料より環境省作成

２年で
4.2倍増

約176兆円増

２年で
1.3倍増

約858兆円増 2018年

日本（全体の２％）

日本の全運用額に
占める割合は約18％

※ 2019年の日本のESG投資残高
は約３兆ドル、2016年から３年
で約６倍に拡大している。

ESG市場の拡大
○ ESG投資は、世界でも日本でも、その市場規模が拡大しつつある。

（特に日本での拡大は急速）
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ESG投資のリスク・リターン（事例）

○ ESG投資は、リスク・リターン特性の改善のために活用できる可能性がある。

ダウンサイドリスク軽減
の可能性

超過リターン獲得
の可能性

リスク調整後リター
ン改善の可能性

(European Securities and Markets 

Authority(2020) ”ESMA Report on Trends, 
Risks and Vulnerabilities”より)

(European Securities and Markets 

Authority(2020) ”ESMA Report on Trends, 
Risks and Vulnerabilities”より)

(OECD(2020) ”Sustainable and Resilient 
Finance”より)

欧州市場では、ESGを考慮した株価指
数の上昇率が平均を上回る現象が見ら
れた。

コロナ禍で世界的な株価下落が起こる中、市
場平均(黒線)を100としたときのESGを考慮し
た株価指数(黒線以外)は下落幅が抑えられて
いる。

欧州市場において、リスクフリーレート
に対する超過リターンをリターンのリス
ク(標準偏差)で除したリスク調整後リ
ターンの指標(シャープレシオ)で見ると、
ESG考慮指数のパフォーマンスは平均を
上回る現象が見られた。
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グリーンボンド市場の発展

グリーンボンドの年間発行額 (単位：10億ドル)

最近の動き

✓ 市場参加者・商品
の多様化

✓ グリーン国債の出
現

✓ 国別・国際的ガイ
ドラインの策定

✓ 政策支援

グリーンボンド：
発行により調達した
資金を専らグリーン
な使途に充てる債券
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SDGs債（ESG債）市場の拡大

Source: Climate Bonds Initiative blog, 23 April 2021

グリーンボンド（環境目的）の他、ソーシャルボンド（社会貢献目的）
やサステナビリティボンド（環境・社会貢献目的）の発行が拡大
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 Climate Action 100+：2017年に立ち上げられた
世界の機関投資家のネットワーク。加盟545社、
運用資産総額52兆ドル（2020年11月時点）。気
候変動への影響が大きい160の企業へ働きかけを
行う。

 Net-Zero Asset Owner Alliance：2019年に立ち
上げられた世界の機関投資家（アセットオー
ナー）のネットワーク。パリ協定の目標達成へ
向け、ポートフォリオの脱炭素化を目指す。

 BlackRock：世界最大規模の資産運用会社
（2019年末時点の資産運用総額7.4兆ドル）。
気候変動対策、ESG投資の重要性を、ラリー・
フィンクCEOから投資先企業への公開年次書簡
で強調。

世界の投資家の行動
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投資
家

金融機関

企業

「グリーン」な事業

「トランジション（移行中）」な事業

「ブラウン」な事業

グリーン国際金融センターの実現（ ）

「トランジション」な事業へ
投資を呼び込む
指針の策定（ ）

世界の環境投資
3,000兆円

企業行動の変容、設備投資や雇用の拡大、成長の原動力

個々の企業が
気候変動に伴う
将来リスクや
対応方針の開示( )

融資先支援等に向けた
ガイダンス策定 （ ）

日本企業の
現預金

240兆円

１

2

3

4

日本における取組み：魅力的なグリーン投資・融資の市場が不可欠

（出所）気候変動対策推進のための有識者会議（第２回）資料２より抜粋

○ 金融庁・経産省・環境省等が連携し、諸施策を検討
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 2017年、東京都が約
200億円のグリーン
ボンドを発行。

 環境省が2017年にガ
イドライン公表、
2018年から補助金等
による支援事業開始。

 近年、ソーシャルボ
ンド、サステナビリ
ティボンドの発行額
が急増

日本における取組みの進展：
グリーンボンド等の「SDGs債」

出典：日本証券業協会ウェブサイト 25



○ 日本のTCFD賛同機関数は世界最多。

○ 本年6月を目途にコーポレートガバナンス・コードを改訂し、「プライム市場」上場企

業に、TCFD又はそれと同等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるよう求める。

（注）プライム市場上場企業は来年1月に決定予定。現在の東京証券取引所一部上場企業は約2,200社
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196 184
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244 89 86

43 36 22 12 27

244371
319 293
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49 48
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TCFD賛同機関数

（2021年4月19日）

その他機関

非金融

金融

26
（出所）TCFDコンソーシアム作成資料

TCFD賛同機関数の推移

（出所）経済産業省作成資料

日本における取組みの進展：TCFD



TCFDへの取組み事例

 トヨタ自動車：IEAの2℃シナリオ及びBeyond 

2℃シナリオを踏まえ、例えば、2030年時点の
ZEV（走行時にGHGを排出しない自動車）の比
率等を分析、自社の戦略や財務について検討。

 三井住友銀行：将来の気候変動シナリオに基づ
く物理的リスク（洪水発生）や移行リスク（エ
ネルギー需要の変化）に関連する与信関係費用
の増加を分析。

 キリングループ：主要農産物について、調達先
ごとに、シナリオ別に、2050年時点と2100年時
点の気候変動の影響を分析。

出所）「TCFDガイダンス2.0」及び同「事例集」（TCFDコンソーシアム）
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トランジション・ファイナンスの推進

○ 電気自動車

○ 燃料電池自動車

○ 風力発電、水力発電

○ 水素燃料発電

○ 水素還元製鉄

自動
車

エネルギー鉄鋼

グリーン

✖ ブラウン

× ガソリン車

× ハイブリッド車
（PHVのみ2025年まで可）

× 石炭火力

× CCSなし液化天
然ガス火力発電

× 高炉
（石炭還元製鉄）

水
素
還
元
製
鉄

の
技
術
開
発

再
エ
ネ
の
普
及
拡
大

水
素
発
電
の
技
術
開
発

トランジション

⚫ 日本が強みを持つ産業・技術開発への資金調達を促進するための「トランジション・ファイナンス基本
指針」を金融庁・経産省・環境省の３省庁で策定

（参考）EUのタクソノミー
における「グリーン」の定義

電
動
化
推
進

（出所）気候変動対策推進のための有識者会議（第２回）資料２より抜粋 28



融資先支援等に向けたガイダンスの策定

⚫ 金融機関による以下のような取組みを促すため、金融庁において、モニタリングに関
する態勢整備（ガイダンスの策定等）を行う。

金融庁 金融機関 企業
モニタリング

投融資

リスク管理

✓ 将来の気温上昇を仮定したシナリオ分

析により、ビジネス戦略・財務上の影響

範囲を評価。

気候変動に対して強靱性のある金融機関

自身のビジネス戦略を策定。

対話（エンゲージメント）

✓ 積極的な対話（エンゲージメント）を通じ

て、企業の気候変動対応を支えるとともに、

新たなビジネス機会の創出に貢献。

これにより、特に地域金融機関は、地域社

会の持続可能性に貢献。

29（出所）気候変動対策推進のための有識者会議（第２回）資料２より抜粋



30

アセットオーナーの動き ①

○ 年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF) は、我が国最大の機関投資家として
ESG投資における様々な取組みを実施している。

(厚生労働省 第１２回社会保障審議会資金運用部会資料 より)
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31

アセットオーナーの動き ②

○ 中長期にわたって保険金支払責任を負う保険会社では、ESG投資を推進する
動きが加速している。

日本生命におけるESG投資の実施状況

➢ 生命保険会社としての社会的責務を踏まえESG投融
資の取組方針を策定し、公表

➢ 中期経営計画（2017-2020）に則り、約８千億
円をESG投資に振り向け

➢ 責任投資原則(PRI)に署名済み

➢ 気候変動関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)の
提言に賛同済み

➢ ２０２１年より、保有する全資産(７０兆円) を
ESG投資の対象にする予定

第一生命におけるESG投資の実施状況

➢ 責任投資原則(PRI)の各項目を具体化する形でESG
投資の基本方針を策定し、公表

➢ 現在、約５千億円をESGテーマ型投資に振り向け

➢ 責任投資原則(PRI)に署名済み

➢ 気候変動関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)の
提言に賛同済み

➢ ２０２３年度までに、保有する全資産（３６兆円）
をESG投資の対象にする予定
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国家公務員共済組合連合会（KKR）
によるESG投資の更なる推進

⇒ 2020年12月２日 財政制度等審議会・国共済分科会で発表

＜経緯＞

✓ 2020年２月、公的年金運用機関（GPIF・KKR・地共済・私学共済）
に適用される「積立金基本指針」を改正

⇒ESG投資の推進について、「必要な取組を行う」

✓ 2020年夏、財務省からKKRに対し、ESG投資の更なる推進について
検討を要請

✓ 2020年10月、ESG推進に関し、三共済（KKR・地共済・私学共済）
の合同勉強会を実施

（第１回）GPIFから先行する取組について聴取

（第２回）環境省・金融庁・経産省との意見交換
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KKRによるESG投資に関する
今後の主な取組の例

✓ すべての運用委託先に対してESG考慮を明示的に要請、評価

✓ ESGインデックスの活用可能性について検討

✓ 運用委託先が国際機関の発行するグリーンボンド等を購入できるよう、
ガイドラインを変更

✓ グリーンボンド等について、通常債と同様の条件であれば前向きに購入

✓ TCFDへの賛同に向けて準備

✓ PRI（責任投資原則）について将来的な署名も視野に情報収集

（2020年12月２日 財審・国共済分科会におけるKKR発表資料より）
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34

グリーン成長戦略のポイント

⚫ 温暖化への対応を、経済成長の制約やコストとする時代は終わり、国際的にも、成長の機会と捉える時代に突入。国として、可能な限り具体的な見通しを示し、高い目標を掲
げて、民間企業が挑戦しやすい環境を作る必要。

⚫ 電力部門の脱炭素化は大前提。脱炭素化した電力により、非電力部門の電化を進めることが基本。熱需要には、水素化とCO2回収で対応し、同時に、産業分野における製
造プロセスの変革を進めていく。また、グリーン成長戦略を支えるのは、強靱なデジタルインフラであり、グリーンとデジタルは、車の両輪。

⚫ 予算・税制・規制改革・標準化、国際連携といったあらゆる政策を総動員し、民間企業が保有する現預金を積極的な投資に向かわせることが必要。

⚫ 本戦略により、2030年で年額90兆円、2050年で年額190兆円程度の経済効果を見込む。

重要分野ごとに、①年限を明確化した目標、②研究開発・実証、③規制改革・標準化などの制度整備、④国際連携、などを盛り込んだ「実行計画」を策定。

グリーン成長戦略の「実行計画」

（４）規制改革・標準化

•規制強化・合理化、国際標準化を通し、需要を拡大や価格低減を図る。

•市場メカニズムを用いる経済的手法（カーボンプライシング等）については、成長
戦略に資するものであれば、躊躇なく取り組む。

（５）国際連携

•欧米とはイノベーション政策における連携や個別プロジェクト推進等を実施。

•新興国とは、市場獲得の観点も踏まえて、二国間及び多国間の協力を推進。

グリーン成長戦略の考え方

（１）予算（グリーンイノベーション基金）
•10年間で２兆円の基金を創設。技術開発から社会実装まで一気通貫で支援。15兆円の民間投資誘発効果を見込む。

（２）税制
•カーボンニュートラルに向けた投資促進税制や、繰越欠損金の控除上限を引き上げる特例の創設、研究開発税制の拡充を
通して、10年間で1.7兆円の民間投資創出効果を見込む。

（３）金融
•着実な低炭素化（トランジション）に向け、基本指針を策定するとともに、長期資金供給の仕組みと、成果連動型の利子補
給制度（３年間で１兆円の融資規模）を創設するなど、世界全体で総額3000兆円のESG関連の民間資金を取り込む。

分野横断的な政策ツール

③水素産業

エネルギー関連産業

②燃料アンモニア産業

④原子力産業

輸送・製造関連産業

⑪カーボンリサイクル産業

⑦船舶産業

家庭・オフィス関連産業

⑫住宅・建築物産業／
次世代型太陽光産業

⑭ライフスタイル関連産業

⑬資源循環関連産業

SMR・水素製造原子力

発電タービン・水素還元製鉄・
運搬船・水電解装置

発電用バーナー
（水素社会に向けた移行期の燃料）

データセンター・省エネ半導体
（需要サイドの効率化）

⑤自動車・蓄電池産業①洋上風力産業

風車本体・部品・浮体式風力

コンクリート・バイオ燃料・
プラスチック原料

（ペロブスカイト）

⑥半導体・情報通信産業

バイオ素材・再生材・廃棄物発電

地域の脱炭素化ビジネス

EV・FCV・次世代電池

⑧物流・人流・
土木インフラ産業

⑨食料・農林水産業 ⑩航空機産業
ハイブリット化・水素航空機スマート農業・高層建築物木造化・

ブルーカーボン

燃料電池船・ EV船・ガス燃料船等
（水素・アンモニア等） スマート交通・物流用ドローン・FC建機

足下から2030年、
そして2050年にかけて成長分野は拡大

34



2050年カーボンニュートラルの実現

CO2回収・再利用

の最大限活用

民生
1.1億トン

産業
3.0億トン

運輸
2.0億トン

非
電
力

電
力 4.5億トン

3.6億トン

民生
0.9億トン

産業
3.3億トン

運輸
1.5億トン

※数値はエネルギー起源CO2

炭
素

除
去

電力需要
＝30～50％増

化石燃料

水素、メタネーション、合成燃料、バイオマス

電化

脱炭素電源

再エネ
原子力

火力＋CCUS/ｶｰﾎﾞﾝﾘｻｲｸﾙ
水素・アンモニア

植林、
DACCSなど

（50～60％）

（30～40％）

（10％）

2018年

10.6億トン

2030年ミックス

9.3億トン（▲25%）

2050年

排出＋吸収で実質0トン
（▲100%）

（今後議論を深めていくための参考値。今後、

以下に限定せず複数のシナリオ分析を行う）

35

（出所）経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」経済産業大臣説明資料（2020年12月）

（注）メタネーション：二酸化炭素と水素からメタンを作る技術
CCUS：二酸化炭素の回収・有効利用・貯留 DACCS:炭素直接空気回収・貯留



日本の電源構成

2010年度

（震災前）

2019年度

（現在）

※速報値

2030年度

（将来）

火力全体：65％
ＬＮＧ 29％
石油 9％
石炭 28％

原子力 25％

再エネ 9％

火力全体：76％
ＬＮＧ 37％
石油 7％
石炭 32％

原子力 6％

再エネ 18％

火力全体：56％
ＬＮＧ 27％
石油 3％
石炭 26％

原子力
22～20％

再エネ
22～24％

風力 1.7％

地熱
1.0～1.1％

太陽光
7.0％

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.7～4.6％

水力
8.8～9.2％

（出所）資源エネルギー庁「エネルギー需給実績」(2020)
より環境省作成

（出所）資源エネルギー庁作成資料
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カーボンプライシングの類型

（出所）気候変動対策推進のための有識者会議（第１回）参考資料３より抜粋
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地域の脱炭素化

（出所）国・地方脱炭素実現会議（第２回）資料より抜粋 38
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地域の脱炭素化

（出所）国・地方脱炭素実現会議（第２回）資料より抜粋 39



Green Finance Network Japan
 日本における、官民のグリーン・ファイナンス関係者の連携

 情報・活動の共有と促進（共通のメーリングリスト作成）

 海外関係者との連携におけるプラットフォーム機能

 インフォーマルなネットワークとして、個人の立場で自由に参加

発起人：末吉竹二郎（UNEP FI特別顧問）
玉木林太郎（国際金融情報センター理事長）

事務局長：高田英樹（前OECD環境局上級政策分析官）

✓ 2018年９月から開始、140以上の組織から280名以上が参加（2021年5月）
（メンバーの所属組織の例）
・中央省庁（財務省、金融庁、環境省、経産省等）
・金融機関（民間金融機関、公的金融機関、日本銀行）
・機関投資家・企業
・研究者・シンクタンク
・国際機関（OECD等）
・NGO・関係団体
・メディア

✓ 海外の多くの主要関係者も注目、メディア等でも紹介

http://greenfinance.main.jp/
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2018年11月３日（土）シンポジウム

「SDGｓ・グリーンファイナンス
持続可能な社会へ向けた新たな金融
の潮流」

（基調講演）
末吉竹二郎：グリーンファイナンス推進機構

代表理事

（モデレータ）
高田英樹：前OECD環境局上級政策分析官

（パネリスト（発言順））
池田賢志：金融庁国際室長
芝川正：環境省環境金融推進室長
中空麻奈：BNPパリバ投資調査本部長
山﨑周：三菱UFJ銀行プロジェクト環境室長
高石裕介：日本生命財務企画部担当課長
武藤めぐみ：JICA地球環境部部長

⇒約200名が参加
41

Green Finance Network Japan
立上げ記念イベント
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2019年5月18日（土）

SDGｓ・グリーンファイナンス 持続
可能な社会へ向けた金融と官民の行動

（基調講演）
末吉竹二郎：UNEP FI特別顧問
玉木林太郎：国際金融情報センター理事長
鈴木秀生：大使・外務省地球規模課題審議官

（基調報告）
亀山康子：国立環境研究所
（紹介 谷淳也：Future Earth日本ハブ）
江夏あかね：野村資本市場研究所

（パネルディスカッション）
高田英樹：前OECD／財務省（モデレータ）
近江静子：アムンディ・ジャパン
桑田尚：金融庁
中空麻奈：BNPパリバ
永田綾：環境省
平井麻裕子：経済産業省

⇒200名超が参加
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Green Finance Network Japan
第２回シンポジウム
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2020年12月6日（日）

Green Recoveryとサステナブル・
ファイナンスの役割

（ご挨拶（ビデオメッセージ））
小泉進次郎 環境大臣

（基調講演）
末吉竹二郎：UNEP FI特別顧問
玉木林太郎：国際金融情報センター理事長
河野正道：OECD事務次長

（基調報告）
中空麻奈：BNPパリバ証券・市場調査本部長

（パネルディスカッション）
高田英樹：財務省（モデレータ）
伊井幸恵：みずほ証券
江夏あかね：野村資本市場研究所
小川幹子：経済産業省
近藤崇史：環境省
銭谷美幸：第一生命
福岡恵美：金融庁
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Green Finance Network Japan
第３回シンポジウム（オンライン）
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Green Finance Network Japan
世界のステークホルダーとの協働
 2019年５月29日：「東京ーロンドン グリーンファイナンスセミナー

2019」（東京都庁・駐日英国大使館共催）に協力

 2019年６月３日：「サステナブルファイナンスに関する東京ダイアロ
グ」（気候変動イニシアティブ・国連環境計画金融イニシアティブ
（UNEP FI）共催）に協力

 2019年６月20日：Climate Bonds Initiativeと共同で、Seminar on Green 

Bonds and Green Finance Developmentsを開催

 2019年６月27日：The Japan TimesにおいてGFNJの活動を紹介する記事
掲載

 2019年10月10日：在日フランス大使館主催グリーンファイナンスセミ
ナーに協力

 2019年12月19日：Responsible Investor ウェビナーに協力

 2021年１月29日：The Japan Times ESG TalkにおいてGFNJの活動を紹介

 2021年２月10日：「東京ーロンドン グリーンファイナンスセミナー
2021」（東京都庁・駐日英国大使館共催）に協力
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